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非上場企業にも起こりうる移転価格税制の否認リスク 
 

1. 海外に子会社等を持つ法人の税務調査の状況 
近年、中小企業を対象とした税務調査において

も移転価格税制をはじめ国際税務への対応が求

められるようになったことはご存知でしょうか。移転

価格といえば海外に子会社を持つ大企業にのみ

適用されるものだ、という認識が一般的です。しか

し、平成25年1月1日から移転価格調査はあくまで
も法人税調査の一部と位置づけられました。その

結果、通常の法人税調査と移転価格調査が同時

に実施されることになり、資本金１億円未満の中小

企業であっても海外に子会社がある場合には、移

転価格調査を受ける可能性が以前より高くなりまし

た。 

2. 移転価格税制の概要 
例えば、日本の親会社が重要な機能とリスクを

負っている状況で赤字、海外の製造子会社は多額

の黒字を計上し、グループ全体では黒字が続いて

いる状況だとしましょう。このケースでは海外製造子

会社の利益の一部は本来日本の親会社に帰属す

べき利益ではないか。グループ間の取引価格、つ

まり移転価格に問題がないか疑念が生じます。 
移転価格の設定によって、グループ企業間での

利益配分が変わり、各々の所在国での納税額が変

わります。移転価格の問題は、国家間の税金の取

り合いといった様相があります。 

3. 高い非違率 
資本金1億円未満の税務署所轄法人に対する

海外取引の税務調査には特徴があります。 
税務調査の結果、更正・決定等の割合が非常に

高いことです。現在は公表されていませんが、平成

23事務年度までは、調査実績値が細かく公表され
ていました。平成19年度から平成23年度の５年間
の東京国税局管内の税務署所轄法人の非違割合

は約75％でした。非常に高い数値です。また、東
京国税局管内では資本金１億円未満の中小法人

に対して平成22年度で3,576件、平成23年度で
6,284件の海外取引調査を実施しました。 

 
 
 

4. 国際税務専門官による調査 
平成25年施行の国税通則法の改正前から、日

本企業の海外取引の増加に伴い、国際税務専門

官が税務署に配置され、海外取引法人の調査を

徐々に実施するようになりました。調査内容は極め

て専門的で、国内取引を中心とした税務調査とは

見る視点も調査手法もかなり異なります。初めて国

際税務専門官による調査を経験した対象会社は、

通常、戸惑いと驚きの連続と言っても過言ではない

でしょう。 

5. 国外関連者に対する寄附金課税対策から 
海外取引法人（税務署所轄法人）に対する税務

調査は、実際には移転価格の議論まで到達しない

で、国外関連者に対する寄附金課税で調査が終

了する事案が多いです。 
国際課税の論点は移転価格だけではありませ

ん。 
ⅰ日本親会社から技術支援等を目的として海

外出張を行った場合の役務提供対価の回収

漏れ 

ⅱ外国子会社等に対する貸付金の金利徴収漏

れ、または適正金利の設定間違い 

ⅲ出向者に対する給与較差補填金の取り扱い 

ⅳ源泉所得税の徴収漏れ 

ⅴその他 

以上の論点は、あらかじめ会社側が本来の取扱

いを知っていれば、取るべき行動を取っていたは

ずという論点がほとんどです。逆に言うと知らず知ら

ずのうちに、傷口が大きくなっている可能性があり

ます。まずは、上記の論点に加えて、グループ企業

間の機能とリスク分析を行い、その過程で整えるべ

き文書を用意することが肝要です。 
 
 
 
 

      （提供：朝日税理士法人）  
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